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第 1 章 本論のねらいと背景
1.1 長期・短期分離フレームワークに対する批判
1.2 ハイブリッドモデルとは

























































第 2 章から第 5 章において、長期においても完全雇用が成立しない状況を理論的に説明で
きるモデルとして用いられるのは、この「ハイブリッドモデル」である。そして、そのモ
デルにおける長期とは定常状態のことであり、短期は定常状態への移行過程を指す。

































第 4 章は、Inoue, Tomohiro, and Eiji Tsuzuki（2010）“A New Keynesian Model with





















第 5 章は、Tsuzuki, Eiji, and Tomohiro Inoue（2010）“Policy Trade-off in the Long Run:
A New Keynesian Model with Technological Change and Money Growth,” Economic
Modelling, 27, pp. 934-950 および、井上智洋（2008）「技術進歩・有効需要不足・貨幣成




























第 4 章については、企業の最適化に関するハミルトニアンを再定義して計算し、2 階の
条件についても検討すべきであるという指摘がなされた。筆者はこれを受け入れ、慎重に
再計算を行った。ただし最終結果を変更する必要はなかった。
第 6 章（結論）については、貨幣成長率と技術進歩率との差がデフレーションと有効需
要不足をもたらすという本論文の結論が、（不均衡現象としての）日本経済のデフレ不況の
解決策とどのように関係があるかを説得的に論ずる必要がある、という指摘があった。こ
れに対して筆者は、新たに「平成不況と技術進歩」という節を設け、平成不況の原因が技
術進歩の上昇ではなく貨幣成長率の低下であることを強調した。さらに、今後の課題とし
て、ニューケインジアン DGE モデルと内生的成長モデルの結合による分析を挙げた。
4．本論文の総合的評価
マクロ経済学における短期理論と長期理論の統合は、かつてサミュエルソンによって唱
えられた新古典派総合がサミュエルソン自身によって放棄されて以降、真剣に試みられる
対象ではなくなった。その後、短期理論と長期理論は独自の発展を遂げたわけであるが、
それらの相互の関係を整合的に説明できる理論がない現状は、健全な状態とは言えない。
実際その解決には多くの困難が伴うであろう。本博士学位請求論文はそれに対するひとつ
の解決法を提案した。それが「ハイブリッドモデル」である。もちろんそれはすべての研
究者を満足させるものではないかもしれない。しかし、マクロ経済学における長年の未解
決の難問に挑んだことでまずは評価すべきである。
しかし評価すべき理由はそれにとどまらない。もうひとつは、長期の状態ないし定常状
態を理論的に再検討したことである。マクロ動学モデルを用いて定常状態における不均衡
状態の存在を示した理論的研究としては、小野（1992）、Ono（2001）、そして、吉田（2000,
2003）などの少数の先行研究があるのみである。不均衡定常状態の発生原因はそれぞれ異
なり、小野（1992）、Ono（2001）では貨幣効用の非飽和性、そして吉田（2000, 2003）
では負の貨幣成長率となっている。本博士学位請求論文では、いずれとも異なり、それは
技術進歩である。現代マクロ経済学の標準的手法を用い、しかし、これまでほとんど注目
されなかった技術的失業の可能性を、独自のモデルを構築することにより、示したことは
高く評価すべきである。
さらに、上述の通り、本論文は審査委員からの修正要求に十分答えた内容となっている。
したがって、審査委員は、本論文が博士学位を授与するに値するものであると判定する。
以上
